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新たな基本計画が目指すべき方向などについて幅広くご意見をいただくことを目的とし、

検討部会を設定して検討を実施

検討部会を４回開催。昨年12月の審議会総会で中間報告を行い、３月に最終報告を取りまとめ

報告書のポイント

• 「消費者市民社会」において目指している「公正かつ持続可能な社会の形成」を次期基本計画における

大きな目標として設定

• 現在の消費者を取り巻く状況を整理

• 消費者市民社会を構成する各主体に期待される役割という観点から、東京都に求められる取組について検討
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社会経済等の変化の状況

各主体に期待される役割と各主体を支援する都の取組を整理するための分類を検討

現行の計画に基づく取組状況 国等の動向

観点１

消費者被害の防止

観点２

不適正な取引行為等
の排除

観点３

安全・安心の確保

観点４

消費者市民社会の実現に
向けた消費者教育

観点５

消費者被害の救済

観点６

災害時等における
消費行動

公正かつ持続可能な社会「消費者市民社会」の形成を目指す

「基本計画の次期改定に向けた方向性の検討部会 報告」概要 ①

重点化・指標による施策の実効性の確保多様な主体との連携・協働

次期計画に反映していく要素

デジタル技術への対応 消費者と事業者の対話の推進

都民の実態の把握 消費者の自律的な意思決定への不当な干渉防止 不適正な取引行為の排除のための直接的な取組
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（東京都に求められる取組（別表）の主な事項）

被害防止
消費者被害

の救済
不適正な

取引行為の排除
安全・安心の確保

消費者市民社会
の実現に向けた
消費者教育

災害時その他の
非常時における

消費行動

都における直
接的な取組

注意喚起、情報発
信

被害救済員会
消費者被害の変
化への対応

事業者取締・監視
法令改正働きかけ

商品テスト
注意情報発信

消費者向け講座、
情報提供

情報提供、応急
生活物資の流通
確保

各
主
体
に
お
け
る
取
組
に
対
す
る
支
援

消費者
発達段階に応じ
た啓発
消費者力の強化

相談対応、消費生
活センター充実強
化

通報サイトの積極
的な運用

安全に配慮した
商品の普及

エシカル消費の普
及促進、リテラ
シー教育

災害時等におけ
る適切な行動の
啓発

事業者
コンプライアンス
意識醸成、事業者
との連携

事業者による対応
を促す働きかけ

コンプライアンス
意識醸成、事業者
との連携

安全に配慮した
商品の普及

消費者教育促進
エシカル・パート
ナー企業連携

災害時における
商品情報の適切
な発信の促進

消費者
団体等

地域における担い
手育成
協働事業

適格消費者団体
等との連携

被害防止・救済の
ための見守り

情報プラット
フォーム運営支援

啓発活動支援
災害時等におけ
る応急生活物資
等の流通確保

区市町村
消費者安全確保
地域協議会設置・
運営支援

相談窓口への情
報提供、研修、助
言

消費者安全確保
地域協議会設置・
運営支援

情報提供 情報提供 啓発支援
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